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概要
本研究は，自治体が発行する「広報紙」を対象と
して，自治体ごとの情報発信の特徴および差異を明
らかにすることを目的とする．まず，マイ広報紙サ
イトにおいてテキスト化され公開されている全国の
広報紙を収集し，テキスト分析が可能な JSON形式
へと整理・構造化した．次に，構築したデータを用
い，首長の性別に着目して，記事数や文字数といっ
た量的指標に基づく比較分析に加え，テキスト内容
に基づく比較分析を行った．

1 はじめに
自治体の広報は，市民とのコミュニケーションを

通じて政策情報を伝達し，住民参加や住民理解を促
進する重要な役割を担っている．とりわけ自治体広
報紙は，行政による公式な情報提供の中核を担う媒
体として，政策・施策から生活関連情報に至るまで
を継続的に住民へ提供してきた．従来研究では，自
治体広報一般は扱われてきたものの，自治体広報紙
(広報紙)を対象として本文テキストの計量分析に基
づく自治体間の定量比較を行った研究は限定的であ
る [1]．さらに，政治学における代表制の議論では，
属性の構成（記述的代表）が政策（実質的代表）に
いかに転化するかが問われており [2]，首長の性別
が政治的判断に有意な変化をもたらすことも実証さ
れている [3]．広報実務自体は職員が担うが，政治
的リーダーの選好が組織のアウトプットに動的に反
映されることから [4]，広報紙においても首長の属
性が間接的に波及すると考えられる．
そこで，本研究の目的は，自治体が発行する広報

紙を対象として，首長の属性による情報発信の特徴
および差異を明らかにすることである．
本研究の貢献は以下の 3点である．
1. 全国の自治体広報紙を収集し，本文テキストを

含む形で JSONフォーマットへと整理した．
2. 整理したデータセットを用いて，自治体ごとの
情報発信パターンを定量的に分析した．

3. 首長の性別などの自治体属性を説明変数とし，
広報紙の記事量との関係を統計的に分析した．

2 マイ広報紙の収集と整理
2.1 マイ広報紙とは
広報紙は，地方自治体が発行する広報紙である．
マイ広報紙とは，全国の広報紙を収集し，テキスト
データとして公開するサービスである1）．従来，広
報紙は紙媒体や PDF形式での公開が中心であり，検
索や利活用に制約があった．マイ広報紙では，図 1
に示したように，自治体が発行する広報紙を記事ご
とにテキストデータ化し，インターネットで無料配
信することで，全文検索や記事単位での閲覧を可能
とし，住民が関心のある自治体やテーマに応じて効
率的に情報を得られる仕組みを提供している．

2.2 マイ広報紙の収集
本研究では，全国 1,955自治体 (行政区を含む)を
対象に，マイ広報紙からテキスト化された広報紙を
収集した．取得可能であった広報紙については，自
治体ごとに JSON形式で整理し，各記事の本文をテ
キストデータとして抽出した．
抽出したテキストは，表 1に示す項目に基づいて
整理した．具体的には，自治体名や自治体コード2）

といった基本情報に加え，ファイルサイズ，広報紙
数，記事数，総文字数などの量的指標を記録した．
さらに，「くらし」「しごと」「子育て」などのカテゴ
リ別に記事数を集計し，記事あたりの平均文字数や
テキスト率を算出した．

1） https://mykoho.jp/

2） https://www.soumu.go.jp/denshijiti/code.html
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図 1 研究概要：マイ広報紙報からデータ収集および広報内容の比較分析の流れ

表 1 収集結果のデータ項目
項目名 説明
自治体名 地方自治体の名称
自治体コード ６桁の地方公共団体コード
ファイルサイズ サイズの合計 (KB)
広報紙数 広報紙の総数
記事数 記事の総数
テキスト記事数 テキスト記事の総数
総文字数 広報紙に含まれる総文字数
掲載開始日 最も古い発行日
掲載終了日 最も新しい発行日
カテゴリ_くらし 「くらし」区分の記事数
カテゴリ_しごと 「しごと」区分の記事数
カテゴリ_その他 「その他」区分の記事数
カテゴリ_イベント 「イベント」区分の記事数
カテゴリ_スポーツ 「スポーツ」区分の記事数
カテゴリ_健康 「健康」区分の記事数
カテゴリ_子育て 「子育て」区分の記事数
カテゴリ_文化 「文化」区分の記事数
カテゴリ_講座 「講座」区分の記事数
平均文字数/記事 総文字数 ÷記事数
テキスト率 (%) テキスト記事数 ÷記事数

2.3 マイ広報紙の整理
マイ広報紙サイトからは，1,955自治体のうち 997

自治体分の広報紙をダウンロード可能であり，取得
率は 50.9%であった．収集されたデータセットの総
容量は約 0.91,GBで，総記事数は 501,647件，その
うちテキスト化された記事は 478,905 件であった．
総文字数は約 3億 1,699万文字に達する．
収集対象とした広報紙の発行期間は，2024年 8月

30日から 2026年 1月 1日までである．記事内容の

カテゴリ別内訳を見ると，「くらし」に関する記事
が最も多く 261,781 件を占め，次いで「イベント」
53,111件，「子育て」45,663件の順となった．

3 首長の性別と広報内容
3.1 目的
本節では，全国の地方自治体が発行する広報紙に
おける，首長の属性 (性別) と広報内容の関連性に
ついて検証を行う．特に，自治体広報において住民
の関心が高く，かつ政策的優先度が反映されやすい
「子育て」カテゴリを対象として，量的指標に基づ
く比較分析およびテキスト内容に基づく比較分析を
行い，さらに交絡要因を考慮した分析を通じて検討
を行う．

3.2 分析対象のマイ広報紙
本研究では，季節変動による偏りを排除し，通年
での広報戦略を捉えるため，分析期間を 12カ月 (1
年間)と設定した．期間の選定にあたっては，予備
調査の結果，2024年 11月から 2025年 10月までの
12カ月間において，完全なデータを保有する自治
体数が最大 (847件)となることが確認されたため，
本期間を分析対象期間として採用した．広報紙デー
タの掲載が確認された 997自治体に対し，全国の現
役首長一覧3）を用いて，首長属性との紐づけおよび
データ完備性によるフィルタリングを実施した．具
体的な除外基準およびプロセスは以下の通りであ
る．第一に，行政区および一部の特別地方公共団体
を除外した (100件)．これらは選挙により選出され
た首長が存在しない，あるいは本研究の定義する首
長属性の分析に適さないためである．第二に，対象

3） https://uub.jp/lce/lce.html
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表 2 首長の性別による広報紙 (子育てカテゴリ)の量的指標に基づく比較
男性首長 (𝑛 = 627) 女性首長 (𝑛 = 35) 検定結果

分析項目 平均値 中央値 平均値 中央値 Welch U検定
記事数 (件) 51.0 44.0 60.5 44.0 .278 .524
総文字数 (文字) 29,191 24,887 34,686 23,820 .304 .707

注: Welchはウェルチの t検定，U検定はマン・ホイットニーの U検定による両側確率を示す．

期間中に首長の交代があった，あるいは任期が期間
全体をカバーしていない自治体を除外した (103件)．
これは，広報紙の内容に対する特定の首長の影響を
正確に測定するためである．第三に，当該期間中に
データ欠損が存在し，12カ月分のテキストデータが
揃わなかった自治体を除外した (131件)．以上の手
続きを経た結果，最終的に 662 自治体 (男 627・女
35)を本研究の分析対象とした．

3.3 分析方法
量的指標に基づく比較分析：記事数，文字数
本節では，首長の性別によって「記事数」および

「総文字数」に統計的な有意差が存在するかを検証
する．分析に先立ち，各指標の分布形状を確認した
上で，ウェルチの 𝑡 検定とマン・ホイットニーの 𝑈

検定客観的な数値に基づいて評価を行う．

テキスト内容に基づく比較分析：対数尤度比
本分析では，男性首長（627名）と女性首長（35

名）というサンプルサイズの著しい不均衡が存在す
るため，対数尤度比 [5]を用いて分析した．さらに，
政策トピックの具体性を捉えるため複合名詞のみを
分析対象とし [6]，低頻度語の除外 [7]，バースティ
ネスの考慮 [8]によって性別グループとしての一般
的な傾向を抽出することを目的に，特徴グループの
文書頻度を 3以上とした．また，意味的に除外する
ストップワード [6]を設定し，ノイズ除去を行った．
これらの前処理を施した上で，男女それぞれに特徴
的な語彙を抽出し比較する．

交絡要因を考慮した分析
交絡要因とは，分析対象の違いとは別に結果へ影

響を与える可能性のある要因である．首長の性別に
加え，年齢，在任期数，人口規模4）といった交絡要
因を考慮するため，重回帰分析を用いて各要因を統
制する．これにより，首長の性別が広報紙の文字数

4） https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/

daityo/jinkou_jinkoudoutai-setaisuu.html

などの量的指標に与える固有の影響を検証する．

3.4 結果
量的指標に基づく比較分析：記事数，文字数
表 2に示した通り，子育てカテゴリに関する記事
数および総文字数は，首長の性別によって有意な差
を示さなかった．

テキスト内容に基づく比較分析：対数尤度比
表 3に示した通り，対数尤度比（LLR）を用いた
特徴語分析の結果，首長の性別によって子育て支援
情報の提示における焦点に差異が認められた．男性
首長の特徴語上位には，子育て支援センター，保育
所など，組織・施設の名称が多く含まれていた．一
方，女性首長の特徴語としては，組織・施設名は含
まれるものの，児童育成手当，医療証などの制度の
提示，思春期，乳幼児向けなど具体的な対象を指し
た語彙が抽出された．

交絡要因の統制：年齢，性別，人口，期数
表 4に示した通り，広報量（総文字数）の決定要
因を検証するために実施した重回帰分析の結果，首
長の性別（𝑝 = .754），年齢，在任期数といった個人
的属性はいずれも広報量に対して統計的に有意な
影響を示さなかった．このことは，首長個人の属性
が広報の「量」を規定する主要因ではないことを示
唆している．一方，自治体の人口規模（対数変換）
は，0.01水準で有意な正の影響を示し（𝑝 < .001），
広報量に対して強い規定力を有することが明らかと
なった．

3.5 考察
情報発信の量的規模に影響を与える要因の分析
記事数と文字数による量的指標に基づく比較分
析において，首長の性別による有意差が認められな
かった点については，重回帰分析の結果がその背景
を説明している．分析の結果，記事数や文字数と
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表 3 首長の性別による特徴語上位 12語とその分類（LLRスコア順）
男性首長 女性首長

順位 単語 LLR カテゴリ 単語 LLR カテゴリ
1 保健センター 53.5 組織・施設 児童センター 132.4 組織・施設
2 子育て支援センター 46.8 組織・施設 子ども家庭支援センター 65.3 組織・施設
3 保育所 44.6 組織・施設 児童育成手当 62.7 制度・事務
4 こども支援課 40.5 組織・施設 思春期 60.4 対象・属性
5 健康課 34.4 組織・施設 義務教育学校 57.5 組織・施設
6 離乳食教室 30.1 事業・状況 学務課 50.6 組織・施設
7 児童生徒 27.7 対象・属性 参加者全員 50.2 対象・属性
8 支援センター 25.9 組織・施設 実施園 48.2 事業・状況
9 ファミリーサポートセンター 25.5 組織・施設 幼児食 47.5 事業・状況
10 子どもたち 25.3 対象・属性 直接施設 35.4 制度・事務
11 番窓口 24.1 制度・事務 乳幼児向け 35.0 対象・属性
12 子育て支援課 23.8 組織・施設 医療証 34.9 制度・事務

表 4 子育てカテゴリの 1記事当たりの平均文字数に対する重回帰分析の結果
説明変数 係数 (𝛽) 標準誤差 𝑝値 95%信頼区間
性別 (女性ダミー) -16.44 52.36 .754 [−119.34, 86.46]
年齢 -2.13 1.36 .119 [−4.80, 0.55]
期数 13.78 9.95 .167 [−5.77, 33.32]
人口 (対数) 49.71 8.36 <.001 [33.29, 66.14]

いった広報量を規定していたのは，首長の性別や年
齢といった個人的属性ではなく，自治体の人口規模
という構造的要因であった．人口が多く，財政規模
の大きな自治体ほど子育て支援事業の総量が増加
し，それに伴って広報すべき情報量も増大するとい
う構造が支配的であり，性別で差異を検出すること
は困難であったと考えられる．

広報内容における特徴的な単語（男女差）
量的側面において首長属性の影響が限定的であっ

た一方，対数尤度比を用いた特徴語分析の結果から
は，広報内容の質的構成に差異が確認された．
男性首長の特徴語として，子育て支援センターや

保育所などの組織・施設名が上位を占めたことは，
行政サービスの主体・場所を明確に示す語彙が見ら
れた．一方，女性首長の特徴語には，施設名に加え
て，児童育成手当や医療証といった具体的な制度名
や，思春期，乳幼児向けといった特定の対象属性が
抽出された点は注目に値する．この対比は，男性首
長の「施設や組織といった支援環境の提示」対し，
女性首長は「具体的な対象とサービスの提示」と解

釈できる．
これらの差異を解釈するにあたっては，交絡因子
の可能性を考慮すべきである．例えば，女性首長が
選出されている自治体が，都市部や特定の規模の自
治体に偏在している場合，首長の性別そのものでは
なく，その自治体が抱える行政課題や人口構成を反
映している可能性がある．今後，首長の性別が語彙
選択に与える影響を検証することが課題となる．

4 おわりに
本研究では，「マイ広報紙」の全国の広報紙を対
象として，情報発信の量的側面については文字数お
よび記事数の観点から分析した．さらに，質的側面
については対数尤度比を用いたテキスト分析を行っ
た．その結果，広報量は主として人口規模といった
構造的要因によって規定される一方で，広報内容の
質的構成には首長の性別に応じた差異が認められ
た．今後は，自治体の人口，都市区分，財政力など
の構造的要因を統制した上で，首長の属性が自治体
コミュニケーションに与える因果構造を解明してい
く必要がある．
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